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〈年　　譜〉
学歴
昭和 38 年 4 月 国際基督教大学教養学部語学科入学
昭和 42 年 3 月 同大学教養学部語学科（英語学）卒業　教養学士取得
資格：英語科教員免許（中学校１級・高等学校２級）取得
昭和 42 年 4 月 国際基督教大学大学院教育学研究科（英語教育）入学
昭和 44 年 9 月 米国カリフォルニア大学サンディエゴ校（University of California, 
San Diego）大学院言語学研究科留学
昭和 45 年 9 月 国際基督教大学大学院教育学研究科（英語教育）中退
昭和 45 年 9 月 米国カリフォルニア大学バークレー校（University of California, 
Berkeley）大学院言語学研究科入学
昭和 53 年 11 月 同大学院中退




昭和 42 年 4 月 国際基督教大学教養学部語学科非常勤助手（言語学）（至る昭和 44
年６月）
昭和 45 年 7 月 カリフォルニア大学バークレー校東洋語学科ティーチングアシスタ
ント（日本語教育）（至る昭和 47 年 8 月）
昭和 47 年 9 月 カリフォルニア大学バークレー校東洋語学科ティーチングアソシ
エート（日本語教育）（至る昭和 49 年 8 月）
昭和 49 年 9 月 カリフォルニア大学バークレー校東洋語学科代理講師（Acting 
Instructor）（日本語教育）（至る昭和 52 年 8 月）
昭和 52 年 9 月 カリフォルニア大学バークレー校東洋語学科客員講師（Visiting 
Instructor）（日本語教育）（至る昭和 53 年 12 月）
昭和 53 年 12 月 国際基督教大学教養学部語学科専任講師（日本語学）（至る昭和 59
年 3 月）
昭和 59 年 4 月 国際基督教大学教養学部語学科助教授（日本語学・言語学）（至る
昭和 63 年 3 月）
昭和 63 年 4 月 国際基督教大学教養学部語学科準教授（日本語学・言語学）（至る





平成１年 12 月 国際基督教大学大学院比較文化研究科担当（日本言語文化）（至る
平成 7 年 3 月）
平成 2 年 6 月 米国ミドルベリー大学（Middlebury College）夏期日本語学校主任講
師（日本語）（至る平成 2 年 8 月）
平成 3 年 6 月 米国ミドルベリー大学夏期日本語学校主任講師（日本語）（至る平
成 3 年 8 月）
平成 7 年 4 月 国際基督教大学教養学部語学科教授（日本語学・言語学）および大
学院比較文化研究科教授（日本言語文化）
（至る平成 21 年 3 月）
平成 8 年 4 月 早稲田大学大学院教育学研究科および教育学部非常勤講師（日本語
教育学）（至る平成 11 年 3 月）
平成 14 年 9 月 桜美林大学国際コミュニケーション学科非常勤講師（日本語学）（至
る平成 15 年 3 月）
平成 19 年 4 月 名古屋外国語大学大学院国際コミュニケーション研究科非常勤講師
（英語教育法研究）（至る平成 20 年 9 月）
平成 21 年 4 月 名古屋外国語大学外国語学部英米語学学科教授（英語・言語学・異
文化コミュニケーション）および大学院国際コミュニケーション研
究科教授（英語教育法研究）（至る平成 27 年 3 月）
平成 21 年 4 月
平成 21 年 4 月
平成 27 年 4 月
国際基督教大学教養学部アーツサイエンス学科非常勤講師（日本語
学）および大学院比較文化研究科非常勤講師（日本言語文化）（至




昭和 54 年 4 月 日本語教育学会所属（至る平成 22 年 3 月）
昭和 60 年 9 月 ニュージーランド国教育省日本語教育アドバイザーおよび日本語シ
ラバス選定委員（国際交流基金派遣日本語教育専門家）（至る昭和
61 年 8 月）
昭和 62 年 7 月 日本語教育学会教材委員会委員（至る平成 7 年 6 月）
昭和 62 年 4 月 日本語能力試験出題基準作成委員会調査員（語彙担当）（至る平成 3
年 3 月）
昭和 63 年 1 月 国際交流基金派遣日本語教育短期巡回指導講師（オーストラリア）（1
週間）
平成 1 年１月 国際交流基金日本語国際センター教材委員会委員（至る平成 9 年３
月）
平成１年 6 月 日本語教育学会評議員（至る平成 9 年 5 月）
平成 3 年 1 月 国際交流基金派遣日本語教育短期巡回指導講師（ニュージーランド）
（1 週間）
平成 4 年 4 月 日本語教育学会日本語教師養成研修講師（対照言語学）（至る平成 6
年 3 月）
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平成 4 年 4 月 日本語教育振興協会審査委員（至る平成 21 年 3 月）
平成 4 年 10 月 東京都三鷹市社会教育委員（至る平成 10 年 9 月）
平成 5 年 3 月 国際交流基金派遣日本語教育短期巡回指導講師（ハンガリー・ロシ
ア）（1 週間）
平成 8 年 4 月 海外日本語普及総合調査会日本語教育小委員会委員（至る平成 9 年
3 月）
平成 9 年 6 月 日本語教育学会常任理事（至る平成 15 年 5 月）
平成 9 年 7 月 日本語教育学会大会委員会委員（副委員長 平成 9 年 -11 年、委員長 
平成 11 年 -15 年）（至る平成 15 年 6 月 ）
平成 10 年 4 月 文化庁文化部国語課「今後の日本語教育施策の推進に関する調査研
究協力者会議」委員（至る平成 11 年 3 月）
平成 10 年 4 月 科学研究費審査委員（至る平成 12 年 3 月）
平成 11 年 4 月 文化庁文化部国語課「日本語教育のための試験の改善に関する調査
研究協力者会議」委員（至平成 12 年 3 月）
平成 11 年 10 月 東京都三鷹市教育委員（委員長 平成 17 年〜 19 年）（至る平成 19
年 9 月）
平成 11 年 11 月 国際交流基金派遣日本語教育短期巡回指導講師（フィンランド・ウ
クライナ・ロシア）（1 週間）
平成 12 年 2 月 新潟大学留学生センター自己点検評価外部委員
平成 12 年 2 月 国際交流基金長期派遣日本語教育専門家現場視察（チェコ・ルーマ
ニア・ポーランド・独・英）（10 日間）
平成 12 年 4 月 国際交流基金・日本国際教育協会「日本語能力試験実施委員会」委
員（現在に至る）
 平成 12 年 4 月 国際交流基金日本語国際センター『世界の日本語教育』編集委員会
委員（委員長 平成 13 年〜 18 年）（至る平成 18 年 3 月）
平成 13 年 4 月 国立国語研究所自己点検評価外部委員（至る平成 18 年 3 月）
平成 17 年 4 月 （財）ラボ国際交流センター　日本語教育研修所日本語教師養成講
座運営委員会委員長（現在に至る）
平成 18 年 4 月 大学基準協会評価委員（至る平成 20 年 3 月）
平成 19 年 5 月 国際基督教大学教会役員長（至る平成 21 年 4 月）
平成 19 年 6 月 日本語教育学会常任理事（副会長　平成 19 年〜 21 年５月）（現在
に至る）
平成 19 年 7 月 日本語教育学会学会誌委員会委員（委員長 平成 19 年〜現在）（現
在に至る）





Japanese By The Total Method. Book I. 共著 Japan Missionary Language 
Institute
昭和 51 年
Basic Structures in Japanese 共著 大修館書店 昭和 59 年
『ラボ日本語初級』 編著 財ラボ国際交流センター 昭和 63 年






『Effective Japanese Usage Guide.  
（日本語学習使い分け辞典）』
編著 講談社 平成 6 年
Japanese For College Students. Basic. 
Part 1, 2, and 3







編著 国際基督教大学 平成 8 年
「Thinking in Japanese」『The EAST』 
32 巻 3 号〜 36 巻 6 号
共著 The EAST 出版 平成 8 年
〜 13 年

























































「Existing philosophies of Japanese 
language instruction, and of learning 
processes, and their relation to the same 
processes for engineering and science」




















「Conditions on Conditionals: the use of 
























ます。同大学院言語学研究科でPh. D. in Linguistics（言語学博士）を1981
年6月に取得しておられます。
　廣瀬先生は、国際基督教大学大学院に入学後、教養学部語学科で約2年
間言語学非常勤助手をお務めになり、1970年7月からカリフォルニア大学
バークレー校東洋語学科で日本語教育のティーチングアシスタント、代理
講師、客員講師などをされています。その後、1978年12月に国際基督教大
学教養学部語学科に専任講師（日本語学）として着任し、準教授を経て、
1995年4月に国際基督教大学教養学部語学科（日本語学・言語学）で教授
に昇任され、本学には2009年4月に外国語学部英米語学科教授として着任
しておられます。
　先生のご研究は、言語学の立場から外国語としての日本語教育の研究を
行うことが主で、これらの研究は7冊の著書に集約されています。2005年
に大修館書店より刊行された『新版日本語教育事典』では、「語彙」、「日本
語の語彙の特色」を執筆され、日本語教育に携わる人のために必携の事典
となっています。学術論文につきましては、「日英語の対照研究」（『見つ
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めあう日本とアメリカ』、阿部珠理ほか編、南雲堂、1995年）で日英語の
文法を比較対照し、「アジアにおける日本語教育：学習者、教材、教授法」
（『研究叢書第6号　国際コミュニケーションにおける言語と文化』、中田清
一ほか編、青山学院大学総合研究所国際政治経済研究センター、1996年）
では国際交流基金の調査に基づく言語と文化の綿密な調査結果を報告・考
察しておられます。
　教育、学生指導につきましては、学部では「英文研」、「異文化コミュニ
ケーション」などを担当いただき、大学院では「英語教育法研究」、博論指
導を担当いただきました。先生は学生との対話を大切にされる方で、毎年、
ゼミ生の多くが先生の指導の下に卒業論文を作成し、提出しています。ま
た、先生は大学院生の指導にも積極的に関わり、先生の指導によって、大
学院博士前期課程、博士後期課程の多くの大学院生が学位を取得しておら
れます。
　学内運営につきましては、本学に着任早々の2010年4月から2014年3月
まで大学院国際コミュニケーション専攻の研究科長をお務めになられまし
た。これらの仕事に対する積極的な取り組みに敬服いたします。大学院の
研究科会議や運営会議では常に率直に思いを発言され、会議を優しく進行
される姿が印象的でした。
　先生はいつも早々に物事を判断される方ですので、ご退職後のことも
しっかりと計画されていることと拝察いたします。まだまだ先生にはご指
導いただきたいことが多いのですが、先生のこれまでの本学への貢献に感
謝するとともに、東京での奥様、ご家族との楽しい生活と先生の一層のご
健勝とご活躍をお祈りし、献呈の辞とさせていただきます。
2015年4月1日
 英米語学科教授　　　
 高梨　芳郎　　　
